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エストニアと長崎県の比較に見る長崎県の未来

氏名 大場 一介

要 旨

長崎県と同程度の人口をもつ地域（国）を国内だけではなく、海外に求めて、人口や地勢等に

おいて共通する部分がないか、そして参考にできる取り組みがその地域（国）にないかを調べる

ことは、より多くの選択肢を持つことになる点で有用である。

そこで、長崎県と同程度の人口をもつ地域を海外で探すと、バルト三国のエストニアという国

に行き着く。両地域を比較すると、島の数が多いという地勢のほかに、29 歳以下の人口の少な

さ、転出による人口減少と労働力不足が懸念されている点で状況が類似している。

人口減少への取り組みとして、エストニアは、政府主導で社会のデジタル化にかかる多様な取

り組みを実施している。その中で、長崎県が参考にできる取組として、e-スクール（学習情報や

宿題のオンライン化）などを挙げる。

次に、産業連関表と県民（国民）経済計算を用いて、長崎県において情報通信業が重要である

ことの裏付けを行う。つまり、今後、長崎県において、最も伸びしろのある産業は、「情報通信」

であり、輸移出率を伸ばす余地のある産業でもあることを長崎県産業連関表により検証し、県民

（国民）経済計算を用いた生産額の比較でも、長崎県にとって、情報通信業は、取り組む余地の

ある産業であることを述べる。

また、時間当たり労働生産性を上昇させるためには、エストニアのような行政のデジタル化に

よる労働時間の減少等の新たな取り組みが必要であること、さらに製造業を例に挙げると、風力

発電機などのニッチな高付加価値産業で競争力を持つことや、ブランド価値のある企業の本社

誘致、バイオ・医療産業などの知識集約型産業の誘致が、労働生産性の向上に有効であることを

示す。

そして、労働生産性の高い国々に対し、日本、そして長崎県は外国人住民の数が極端に少なく、

今後、人口減少に伴う頭脳流出を補完するためには、海外からの頭脳労働者の受け入れに対する

取り組みが重要である。

今後目指すべき長崎県の未来の姿は、情報リテラシーに通じた県民と、海外からの頭脳労働者

が協働する、情報通信業により労働生産性と生産額（付加価値）の向上を目指す社会であると考

える。
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1. 同規模人口の国～エストニア

北欧ヨーロッパのバルト三国のひとつ

に、エストニアという国がある。この国出

身の有名人として、三国の地域名そのまま

を四股名とした、元力士を知っている人が、

いるかもしれない。あるいは「スカイプ

skype」発祥の地ということを知っている

人が、いるかもしれない1。

この国に注目したきっかけは、長崎県と

同程度の人口を持つ、比較的著名度が高い

国がないか、探してみたことがきっかけで

ある。人口が同程度ならば、その国や、地

域が行っている施策の中で、参考にできる

ものがあるかもしれない。

ここからは、両国の共通点を探しつつ、

エストニアの先行した取り組みの中で、長

崎県において参考となる取り組みがない

か考察する。そして、その裏付けとして、

長崎県が重点的に取り組むべき産業を分

析し、労働生産性や移民の観点から見た必

要な取り組みについても述べる。

1.1 長崎県とエストニアの比較

（1） 人口の比較（年齢別人口構成）

長崎県の人口と、エストニアの人口を年

齢別に区分したものを、それぞれ図1図2

に示している2。令和2年10月1日現在の

長崎県の総人口（年齢不詳を除く）は、

1,300,608人であるのに対し、2021年（令

和3年）1月1日現在のエストニアの総人

口は、1,330,068人である。ヨーロッパの

国々の中で、長崎県に総人口が最も近い国

は、エストニアである。

まず、年齢別人口構成について、相違点

1小森宏美（編著）（2012年),『エスト

ニアを知るための59章』203頁
2統計上、図１図２で時点が異なる

を見ると、図1の長崎県の年齢別人口は、

男女ともに 65 歳から 74 歳が、横に飛び

出し、20歳から29歳の範囲で、くびれの

ある壺のような形をしているのに対し、図

2においてエストニアの年齢別人口は、男

女ともに 30 歳から 34 歳が、横に飛び出

し、15歳から24歳で、くびれがあるトラ

ンプのスペードのような形をしている。

また、長崎県における第1次、第2次ベ

ビーブームの影響と見られる、70 歳から

74歳、45歳から49歳の人口の膨らみが、

エストニアにはない。大まかに言うと、30

歳以上の人口の図は、エストニアにおいて

は、下に広がっていく台形であり、長崎県

においては、下にすぼんでいく台形である。

逆に、図 1 図 2 の双方に共通して言え

ることは、20歳から24歳近辺を中心とす

る29歳以下の人口の少なさ（長崎県で、

総人口(年齢不詳を除く)の24.8%、エスト

ニアで、総人口の31.7%）である。

エストニアの29歳以下の人口の少なさ

については「長期的には、少子・高齢化、

出生率の低さと国外への移住の増加によ

る人口減少もあり、労働力不足が懸念され

ている」3とあり、「国外」を「県外」に置

き換えれば、長崎県と状況は同じであると

言える。

（2） 人口の比較（時系列推移）

図3に、長崎県と、エストニアの1月1

日時点の人口の、時系列推移を示す。

長崎県の人口は、一定して減少傾向であ

る。

対して、旧ソ連邦から独立を果たした

3外務省,「エストニア基礎データ」経済

11経済概況 (3)経済成長とユーロ導入

（イ）失業率：



4

1991年4以降、エストニアの人口は、長崎

県よりも減少傾向が大きかったが、2000

年に微増した後、より、なだらかな減少傾

向となり、2015 年には下げ止まって、そ

れ以降、若干ではあるが増加傾向にある。

（3） その他の比較（地勢等）

表1に、双方の地勢や、GDPの比較を示

す。

両国の面積を比較すると、エストニアは

長崎県の10倍強の国土を有する。これは

九州・山口の面積に近い5。そして、その国

土に長崎県と同程度の人口が、居住してい

る。島の数は長崎県の1.5倍以上である。

経済指標でみると名目GDP、一人当たり

名目 GDP はいずれも長崎県の方が大きい

が、実質経済成長率は、エストニアの方が

大きい。また、失業率は、長崎県の方が低

い。

1.2 エストニアの取り組み

ここまでは人口や、地勢、経済について

双方の相違点や、共通点を見てきたが、エ

ストニアの人口減少への取り組みについ

て、見ていきたい。

（1） e-Estoniaとは
見出しにある、e-Estoniaとは、「世界で

最も先進的なデジタル社会を実現しつつ

ある国家としてのエストニアを指す言葉

である。」6とされている。

エストニアの特徴として知られている

のは、初めに挙げた元力士や、スカイプ

skype以上に、「先進的なデジタル社会を実

4小森宏美（編著）（2012年),『エスト

ニアを知るための59章』162頁
5九州地方知事会,「九州・山口の統計指

標」
6 e-Governance Academy（2019年),『e-

現しつつある電子政府」である。

なぜ、このような国の方向性を目指した

かと言えば、(3)の地勢的な影響があるが、

それは、欧州の国としては、比較的広い国

土を有する一方で、人口が少ない、例える

ならば、九州に長崎県の人口が分散して住

んでいて、公共サービスを電子化すること

で、業務効率化を図る必要があった、とい

うことが理由として挙げられている。7

e-Estoniaの流れを、時系列で並べてみる。

1996年e-バンキング

（銀行取引のオンライン化）

2000年m-パーキング

（駐車料金のスマホ決済）

    e-タックス（電子納税）

    e-キャビネット

（閣僚会議のペーパーレス化）

2002年e-スクール

（学習情報や宿題のオンライン化）

2003年Eesti.ee

（eサービスの窓口の一本化）

       e-ジオポータル

（地図・空間情報のオンライン化）

2004年e-チケット

（公共交通機関のチケットのペーパー

レス化）

2005年i-投票（オンライン投票）

       e-ポリス

（パトカーの位置情報の把握）

2006年e-司法

（裁判手続きのオンライン化）

エストニア-デジタル・ガバナンスの最前

線』p.8
7総務省,「平成30年版 情報通信白

書」
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    e-公証人

（公証人の手続きの削減）

2007年e-ビジネス・レジストリ

（企業登録のオンライン化）

2008年e-ヘルス

（患者情報のデータの標準化）

2010年e-処方箋

（処方箋の電子化）

2014年 道路行政のe-サービス

（車両情報等のオンライン提供）

       e-レジデンシー

（非居住者への電子 IDの発行）8

これらの電子政府を実行するにあたっ

て、重要な基盤とされているのが、eID（電

子ID：安全なデジタル身分証）とX-Road

（情報システムのためのデータ交換レイ

ヤー）とされている。

eID を証明する IDカードは、日本でい

うところのマイナンバーカードにあたる。

IDカードの所有率は、98%に及ぶ。9日本で

はマイナンバーがなくても、特に不都合は

ないが、エストニアでは IDカードがない

と、e-処方箋に基づく処方薬を受け取れな

いなどの不便が生じる。

X-Road とは、各行政機関のデータベー

スを連携させるためのデータ交換基盤で、

個人情報の「紐付け」がなされている。こ

れにより、国民や企業は、政府機関に一度

のみ自身の情報を提供すれば良く、同じ情

報を複数の機関に提供する必要がないと

8 e-Governance Academy（2019年),『e-
エストニア-デジタル・ガバナンスの最前

線』p10-31
9 e-Governance Academy,『e-エストニア-
デジタル・ガバナンスの最前線』p8
10総務省,「平成30年版 情報通信白

書」日米のICT人材の比較 コラムCOLUMN 

いうメリットがある（これをワンスオンリ

ー原則（once-only principle）と呼ぶ10）。

（2） エストニアの人口減少対策

図3に示したように、2000年頃を境に、

エストニアの人口減少の度合いは、それま

でよりなだらかとなり、2015年頃を境に、

下げ止まっている。

これは奇しくも、e-Estoniaの導入の動き

と歩調を合わせるかのようであり、特に

2014年のe-レジデンシーの導入後に人口

減少が下げ止まっている。

e-レジデンシーは、人口が少ないという

長期的な社会的課題を解決すべく、エスト

ニアの非居住者を電子国民＝仮想国民と

位置づける取組で、2025年までに1000万

人のエストニア仮想国民を誘致する目標

を掲げている。11

1.3 今後目指すべき長崎県の姿

1.2で見た、エストニアの取り組みを参

考に、長崎県ではどのような取り組みが可

能か考えたい。

（1） 今後目指すべき長崎県の姿（エ

ストニアの取り組みを基に）

(2)で示したような電子政府は、e-タッ

クスは国税庁、e-ビジネス・レジストリは

法務局の分野など、国所管の業務が多いと

いう点で、長崎県にとってハードルは高い

ことが考えられる。

しかし、e-スクールや、e-レジデンシー

のように、地方自治体レベルでも工夫によ

2 エストニアの事例 3 データ交換基盤

「X-Road」
11総務省,「平成30年版 情報通信白

書」日米のICT人材の比較 コラムCOLUMN 

2 エストニアの事例 5 電子国家エスト

ニアの未来
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っては似たような取り組みはできる。ここ

で提言する「今後目指すべき長崎県の姿」

は次のものである。

Ⅰ e-スクールを参考とした、小学校

から高校生まで、および高齢者を対象と

した全県的なプログラミング教育の推進

2020 年 4 月に設置された、長崎大学情

報データ科学部から、自治体職員が、情報

科学やデータ科学の基礎、並びにそのツー

ルとなるプログラミングの指導を受ける

ことにより、その知識を出前講座で直接生

徒や高齢者へ教授、または、小中高の教員

へ教授した後に、間接的に生徒へ教授する

といった形が一例として考えられる。例え

ば、統計学で用いられる「R」といったプ

ログラミング言語は、無料でダウンロード

でき、就職時のニーズが高く、習得にかか

る費用対効果が、大きい言語である。

エストニアでは、2002年から2004年に

かけて、計 10 万 2697 人がコンピュータ

の基礎トレーニングを無償で受けた。その

結果、参加者の 70％がインターネットを

利用するようになっている。12その結果、

情報技術社会の主役である住民の、情報リ

テラシーの向上を図ることができた。

Ⅱ e-レジデンシーを参考とした仮想

長崎県民制度

このことについては、石川県加賀市が、

先行して取り組みを行っている13。

電子住民基本台帳の開発等により、リモ

ートワーカー及び移住者の増加を目的と

して、移住時における手続きのワンストッ

12e-Governance Academy,『e-エストニア
-デジタル・ガバナンスの最前線』（日経

BP）p115
13加賀市,「【プレスリリース】日本初・

プ支援や、法人設立時の手続きを市が、支

援したりするとしている。

そこまでの本格的なシステムを揃える

まで行かずとも、まずは導入として、「仮

想長崎県民」の証明書を専用アプリ上で発

行し、そのアプリの会員証の提示により、

県内の宿泊施設の宿泊料や、観光施設の入

場料の割引を行う。あるいは、「Nagasaki」

の現時点での著名度を生かして、「仮想長

崎県民」が主催するイベント等の後援やア

ドバイスを行い、さらなる「長崎県」のイ

メージのPR向上を世界に向けて図ること

が考えられる。まずは、このような「半デ

ジタル、半アナログ」的なところからスタ

ートしてはどうかと考える。

エストニアは、世界で初めて e-レジデ

ンシー（電子居住権）を提供し始めた国で

あり、これがあれば、信頼度の高いEUと

いう環境の中で、グローバルビジネスの立

ち上げや、運営を簡単に行えるとされてい

る14。それは、自治体（国）と仮想住民と

の密接で頻繁なコミュニケーションが可

能となった効果である。

（2） 今後目指すべき長崎県の姿（長

崎県産業連関表、長崎県県民経済計算

を基に）

県内の一定期間（通常1年間）における、

県内の財貨・サービスの全ての取引表を基

に、県の産業構造を示し、経済波及効果等

を測定するものとして、長崎県産業連関表

が公表されており、最新年は、平成27年

e-加賀市民制度（加賀版e-Residency）の提
供へ」
14e-Governance Academy,『e-エストニア
-デジタル・ガバナンスの最前線』p66
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である15。先ほどのような、情報通信分野

の推進は、果たして、長崎県に合った取り

組みなのだろうか。

平成27年長崎県産業連関表の県際収支

（輸移出額から輸移入額を引いたもの）の

総額は▲463,331 百万円で、その内訳は、

第1次産業が72,167百万円、第2次産業

が▲535,659百万円、第3次産業が8,301

百万円となっている。（表２）16

単純に考えると、この額が大きいほど、

「もうけ」が大きいといえるが、第3次産

業のうち、電力・ガス・熱供給が238,773

百万円であるのに対し、情報通信は▲

120,321百万円で、この額は、対事業所サ

ービスの▲141,751百万円についで、第3

次産業の中でマイナス幅が大きい。

さらに、長崎県の輸移出率と輸移入率を

図4に示す。17

ここで縦軸=横軸となる直線を赤で引い

てみると、この赤線よりも上の範囲にあれ

ばあるほど、輸移出率＞輸移入率の度合い

が強くなり、より「もうけ」がでる産業、

逆に、この赤線よりも下の範囲にあればあ

るほど、輸移出率＜輸移入率の度合いが強

くなり、より「損」を発生している産業と

言える。

輸移入に依存せざるを得ない「石油・石

炭産業」は別として、赤線から最も下側に

離れていて、かつ、輸移出率・輸移入率の

双方が低い「県内自給型産業」にカテゴリ

ー分けされている産業は、見ての通り「情

15長崎県,「平成27年度長崎県産業連関

表」
16長崎県,「平成27年度長崎県産業連関

表」第1章表13
17長崎県,「平成27年度長崎県産業連関

表」第1章図11

報通信」である。

何が言いたいかというと、今後、長崎県

において、最も伸びしろのある産業は、

「情報通信」であり、輸移出率を伸ばす余

地のある産業でもあるということである。

なお、ここでいう「情報通信」は「イン

ターネット附随サービス業」や「情報サー

ビス業」等のソフト面の「情報通信」業で

ある18。

ここまでは、「情報通信」の輸移出額・

輸移入額という経済活動の面を見てみた

が、経済規模の面で見るとどうなるか見て

みたい。

我々が、日々、経済活動を営んで財（モ

ノ）やサービスを生産し作り出す、新たな

価値（付加価値）を把握し、県経済の実態

を測るモノサシとして「長崎県県民経済計

算」が公表されており、最新の公表年は、

平成30年である19

国民経済計算は、およそ各国が作成して

いるものであり、産業の区分に違いはある

ものの、為替レートで貨幣価値を統一する

ことにより、おおよその生産額の比較が、

可能である。ここでは情報通信業の中でも、

情報サービスを中心とした部分の比較を

行う。長崎県とエストニアの情報通信業の

生産額の比較表を表3に示す。

生産額でみると、エストニアは、長崎県

の6倍弱で、総生産額に占める割合は7倍

弱となっている。

国と県の違いはあるが、同一規模の人口

18e-Stat政府統計の総合窓口,「日本標準
産業分類（平成25年10月改定）＞情報通

信業」
19長崎県,「平成30年度長崎県県民経済

計算」
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を有しているにもかかわらず、産業規模が、

大きく異なっていることがわかる。

このことから、生産額の面でみても、長

崎県にとって、情報通信業は、取り組む余

地のある産業であるといえる。

2. 労働生産性について

1.3(2)で述べた付加価値、すなわち県民

（国民）総生産を、人口で割ったものは、

1人当たりGDPと呼ばれ、「経済的豊かさ」

を示す一つの指標である。そして、人口を

就業者数（または就業者数×労働時間）で

置き換えたものは、労働生産性と呼ばれ、

下記の式であらわされる。

労働生産性＝GDP（付加価値）÷就業者

数（または就業者数×労働時間）

この式によれば、人口減少や高齢化が進

み、就業者数の増加や就業率の改善が、あ

まり期待できなくなっても、それ以上に労

働生産性が向上すれば、1人当たりGDPは

上昇するという計算になる。

上記の式で、分母を「就業者数×労働時

間」とした場合の労働生産性は、「時間当

たり労働生産性」と呼ばれ、近年よく利用

されている。直近2019年の就業1時間当

たりの労働生産性を、日本と、上位の国ご

とに見ると、次のように特徴を分類できる。

20

①日本（OECD加盟37カ国中21位）

・働く時間が比較的短い高齢者や女性

が雇用され、短時間労働者の比率が、高ま

った。

20公益財団法人 日本生産性本部,労働

・働き方改革等により、正社員が多く含

まれる一般労働者の年間平均労働時間が

減少した。

以上により、上記式の分母の労働時間が

減少し労働生産性が向上している。

②アイルランド（同1位）、ルクセンブ

ルク（同2位）

税制優遇等により、グローバル企業をう

まく呼び込んで付加価値を国内で集約さ

せることに成功し、上位に位置する。

③ノルウェー（同3位）

人員をさほど必要としない豊富な資源

を活かした石油関連産業の発達により、上

位に位置する。

④ベルギー（同 5 位）、フランス（同 6

位）、米国（同8位）、ドイツ（同12位）

より短い労働時間でより多くの成果を

生み出すことに成功し、上位に位置する。

なお、時間当たり労働生産性上昇率

（2015～2019 年 年率平均）をみると、

日本は0.9%で、OECD加盟国平均（+1.3%）

を下回るが米国(+0.9%)、ドイツ(+0.8%)と

ほぼ同水準となっている。

ここからわかることは、非正規労働者の

増加や、働き方改革による正社員の長時間

労働の見直しにより、日本の時間当たり労

働生産性上昇率は、米国、ドイツ等の国々

と同等であるが、企業誘致や、石油等の資

源の少なさ、あるいはそもそもの労働時間

の差（日本 1,644時間、ドイツ・フラン

ス 1,300～1,500 時間程度（いずれも

2019年 年平均））により、日本の時間当

たり労働生産性そのものは、21 位と低迷

生産性の国際比較 2020 p9
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していることである。

なお、長崎県と同程度の人口をもつエス

トニアの時間当たり労働生産性上昇率

（2015～2019 年 年率平均）は+3.9%で

OECD加盟37カ国中2位であり、デジタ

ルをうまく活用することで労働生産性を

向上させている。

また、製造業の名目労働生産性(2018

年)で見える特徴は、次のようなものがあ

る。21

①アイルランド（OECD加盟31カ国中

1位）

法人税率を比較的低く設定し、グローバ

ル企業の欧州本部や本社機能を誘致、欧州

であげられた利益が本社に計上される一

方、従業員数は多くない。

②スイス（同2位）

高い付加価値の源泉となるブランドや、

高度な知識・技術をもつ時計に代表される

精密機械や、医薬品、食品産業の本拠が所

在する。

③デンマーク（同3位）

労働者の質が高く、補聴器や高級オーデ

ィオ、風力発電機などのニッチで高付加価

値な領域で高い競争力を保っている。また、

ICTやバイオテクノロジー、医療機器など

の知識集約型産業を政策的にサポートし

ている。

つまり、時間当たり労働生産性を上昇

させるためには、エストニアのような行

政のデジタル化による労働時間の減少等

の新たな取り組みが必要と思われる。

21公益財団法人 日本生産性本部,労働

生産性の国際比較 2020 p27
22竹沢尚一郎、稲葉奈々子、高畑幸（共訳）

そして、製造業を例に見てみると、風力

発電機などのニッチな高付加価値産業で

競争力を持つことや、ブランド価値のあ

る企業の本社誘致、バイオ・医療産業など

の知識集約型産業の誘致が、労働生産性

の向上に有効であることがわかる。

これまで日本と他国との比較を見てき

たが、同程度の人口規模を持つ、長崎県と

エストニアを比較ではどうだろうか。

図 5 に、長崎県とエストニアの 1 人当

たり労働生産性の比較を行っている。

2017 年の全国平均の労働生産性は

8,610千円であり、エストニアの1人当た

り労働生産性は7,805円であるのに対し、

長崎県の労働生産性は、6,849 円である。

長崎県の労働生産性は、日本（全国平均）

の80%、エストニアの88%となっており、

特に同程度の人口を持つエストニアより

も低いことから、改善の余地があることが

わかる。

3. 海外からの移民の受け入れにつ

いて

移民とは、通常、国際的に移住する人び

とのことを指し、期間は、おおむね1年が

基準とされている。22

人口に占める移民の割合（2010年）を、

2.で述べた2019年の就業1時間当たりの

労働生産性が高い国々について見てみる

と、日本が1.70%であるのに対し、アイル

ランド（2019 年の就業 1 時間当たりの労

働生産性 1 位）が 19.60%、ルクセンブル

（2011年),『移住・移民の世界地図』（丸善

出版株式会社）p11,12
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クが35.20%（同2位）、ノルウェーが10.00%

（同3位）、ベルギー（同5位）が9.10%、

フランス（同 6 位）が 10.70%、アメリカ

合衆国（同 8 位）が 13.50%、ドイツ（同

12位）が13.10%となっている。

さらに、製造業の名目労働生産性が高い

スイス（製造業の名目労働生産性(2018

年)2位）は23.20%、デンマーク（同3位）

は8.80%となっている。

労働生産性が高い国々の、人口に占める

移民の割合は、おおむね10%以上となって

いることが、ここからわかる。

なお、長崎県と同程度の人口をもつエス

トニア（時間当たり労働生産性上昇率

（2015～2019年 年平均）2位）について

は、13.60%とアメリカ合衆国に近い移民の

比率となっている。23

2.で述べた労働生産式の計算式によれ

ば、分母に就業者数（または就業者数×労

働時間）がくるので、移民の増、つまり就

業者数の増は労働生産性に負の効果をも

たらすようであるが、これらの国々は、そ

れを克服して、高い労働生産性を獲得して

いると言える。

「元々少ない発明者や機関の数を教育・

研究に多くの投資をすることで補おうと

しても完全にはできないということであ

る。大人口集団は小さな場合に比べてつね

に利点を有する。技術進歩－発展の真の動

力－は十分な資本を投入された新しい「知

識」による、ということは事実であろう。

23竹沢尚一郎、稲葉奈々子、高畑幸（共

訳）（2011年),『移住・移民の世界地図』

（丸善出版株式会社）p102-109
24速水 融、斎藤 修（訳者）（2014年),『人

口の世界史』（東洋経済新報社）p167

だとすると、もし知識の生産が人口増加に

よってもたらされた規模の経済によって

促進されるならば、後者が経済成長に貢献

すると結論することはできる。」24という

見方によれば、移民の受け入れ（人口増加）、

特に頭脳労働者の補完は、労働生産性に負

の効果をもたらすよりも、労働生産性の向

上と総生産（付加価値）の増加に益するも

のと言えるかもしれない。

ここで、「外国人は15～64歳人口割合が

非常に高い一方で，65歳以上人口と 0～

14歳人口の 割合は低い。しかも外国人の

人口ピラミッドは，経年でみても近年はほ

ぼ同様の形状でありほとんど変化がない．

すなわち，外国人は留学生や技能実習生を

はじめとする短期滞在 が主であるととも

に，少なくとも現時点では次世代の出生に

対する寄与が大きいとはいえない。」25と

いう見方がある。

確かに次世代の出生に対する寄与とい

う面ではそうかもしれないが、ここで重要

なのは、技能実習生を主とした入国者だけ

ではなく、より高度な知識をもって、さら

なる知識の生産に寄与する頭脳労働者の

受け入れが、今後重要になるということ

である。

なお、地域人口の総計に占める外国人住

民の割合の最新の数字を見てみると、割合

の小さい都道府県の 1 位は、秋田県の

0.43%で、長崎県は、0.733%と8位となっ

ている。26

25人口問題研究第77巻第2号,日本の地

域別将来人口の見通しp93
26総務省,「住民基本台帳に基づく人

口、人口動態及び世帯数（令和3年1月1

日現在）p16
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外国人住民と先ほどの移民の数とは、必

ずしも定義が一致するわけではないが、労

働生産性の高い国のおおよその移民の率

10％とくらべると移民の数は10分の1に

も満たない。

民間主導で、外国人の受け入れは進んで

きたとはいえ、公的機関での受け入れも積

極的に進めるべきではないかと考える。例

えば、まずは、地方自治体において会計年

度任用職員に積極的に外国人を採用する

ことが考えられる。

4. さいごに（今後目指すべき長崎

県の姿のまとめ）

ここまで、長崎県と同程度の人口をもつ

地域（国）を海外に求め、長崎県とエスト

ニアの比較を行い、そこから長崎県が、今

後目指すべき姿を提起した。そして、産業

連関表と県民（国民）経済計算を用いて、

長崎県において情報通信業が重要である

ことの裏付けを行った。そして、労働生産

性の高い国々の取り組みを紹介し、さらに

これらの国々と日本や長崎県の外国人住

民の数を比較した。さいごに、今後目指す

べき長崎県の姿のまとめを示したい。

長崎県と同程度の人口をもつ地域を海

外に求めると、エストニアという国があて

はまる。両地域を比較すると、29 歳以下

の人口の少なさ、転出による人口減少と労

働力不足が懸念されている点で状況が類

似している。

人口減少への取り組みとして、エストニ

アは、デジタル社会に政府主導で取り組ん

でおり、長崎県が参考にできる取組として、

e-スクール（学習情報や宿題のオンライン

化）を参考とした、小学校から高校生まで、

および高齢者を対象とした全県的な情報

リテラシー教育の推進、および e-レジデ

ンシー（非居住者への電子IDの発行）を

参考とした仮想長崎県民制度を挙げた。

次に、今後、長崎県において、最も伸び

しろのある産業は、「情報通信」であり、

輸移出率を伸ばす余地のある産業でもあ

ることを長崎県産業連関表により検証し、

県民（国民）経済計算を用いた生産額の比

較でも、長崎県にとって、情報通信業は、

取り組む余地のある産業であることを述

べた。

また、時間当たり労働生産性を上昇させ

るためには、エストニアのような行政のデ

ジタル化による労働時間の減少等の新た

な取り組みが必要であり、製造業を例に挙

げると、風力発電機などのニッチな高付加

価値産業で競争力を持つことや、ブランド

価値のある企業の本社誘致、バイオ・医療

産業などの知識集約型産業の誘致が、労働

生産性の向上に有効であることを示した。

そして、労働生産性の高い国々に対し、

日本、そして長崎県は外国人住民の数が極

端に少なく、今後、人口減少に伴う頭脳流

出を補完するためには、公的機関での会計

年度任用職員に積極的に外国人を採用す

るなどの海外からの頭脳労働者の受け入

れが重要であるとした。

まとめると、今後目指すべき長崎県の未

来の姿は、情報リテラシーに通じた県民と、

海外からの頭脳労働者が協働する、情報通

信業により労働生産性と生産額（付加価値）

の向上を目指す社会であると考える。

目指すべき長崎県の姿として、正解を示

すことは難しい。しかし、そういう案を数

多く提案することは可能である。そのため
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には、国内での取り組みの比較だけではな

く、海外にも目を向けて、人口や地勢、産

業に類似点がある地域を探し出し、長崎県

が目指すべき姿を参考にできる取組を分

析し、抽出していく必要があると考える。
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5. 図 表

図1 長崎県の令和2年10月1日現在年齢別男女人口

（資料） 長崎県,「長崎県異動人口調査 年齢別市町別推計人口」より筆者作成

図2 エストニアの2021年（令和3年）1月1日現在年齢別男女人口

（資料） Statistics Estonia “Dataset:RV021: Population by sex and age group,1 January”より筆者作
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図3 長崎県とエストニアの1月1日時点の人口

（資料）長崎県,「長崎県異動人口調査年間集計」、長崎県,「第48版（平成13年）長崎県統

計年鑑」より筆者作成

表1 長崎県とエストニアの指標比較（地勢等）

（資料）長崎県,「令和2年版長崎県勢要覧」2 土地面積 令和元年、長崎県,「長崎県異動

人口調査 年齢別市町別推計人口」、長崎県,「長崎県の文化財」、長崎県,「平成30年度長崎県

県民経済計算」、総務省統計局,「＜参考＞労働力調査（基本集計）都道府県別結果 統計表（1997

長崎県 エストニア

面積　㎢ 4,131 45,227

人口　人（時点は図1,2に同じ） 1,300,608 1,330,068

島の数 971 1,500以上

名目GDP　億円（2018時点） 46,766 33,852

一人当たり名目GDP　千円（2018時点） 3,491 2,545

実質経済成長率　％（2018時点） 1.8 4.8
失業率（長崎県は2020平均、エス
トニアは2018時点）

2.5 5.4
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年～）年平均 2020年平均 都道府県別結果（モデル推計値）」、小森宏美（編著）,『エストニ

アを知るための59章』基礎データ及びP24、Statistics Estonia “Dataset:RV021: Population by sex and 

age group,1 January”、 IMF,“REPUBLIC OF ESTONIA 2019 ARTICLE IV CONSULTATION-PRESS 

RELEASE;STAFF REPORT;AND STATEMENT BY THE EXECUTIVE DIRECTOR FOR REPUBLIC 

OF ESTONIA” as of 2018 p.29、 日本経済新聞,「為替・金利」より筆者作成

表2 長崎県の県際収支

（資料）長崎県,「平成27年度長崎県産業連関表」
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図4 長崎県の輸移出率と輸移入率

（資料）長崎県,「平成27年度長崎県産業連関表」

表3 長崎県とエストニアの情報通信業の生産額の比較

（資料）長崎県,「平成 30 年度長崎県県民経済計算」統計表 107 部門表、Statistics Estonia 

“Dataset:RAT00004: Symmetric product by product input-output table at basic prices(ESA2010)”より筆

者作成

長崎県 エストニア

情報通信業の生産額（百万円） 26,206 152,821

総生産額に占める割合（％） 0.32 2.12

※ここで取り上げた情報通信業は、
長崎県が「情報サービス」及び「インターネット附随サービス」、
エストニアがComputer programming, consultancy and related services; information services
（コンピュータプログラミング、コンサルタント、及び関連サービス；情報サービス）
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図5 長崎県とエストニアの1人当たり労働生産性

（資料）公益財団法人 日本生産性本部,「都道府県別生産性データベース」「労働生産性の国

際比較2020」
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